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１．はじめに 

欧州諸国では，2012 年から再生可能エネルギー（RES: 

Renewable Energy Resource）を活用した，Power-to-Gas (P2G)

実証事業が始まり，2017 年第 1 四半期の時点では，70 プラ

ント（水電解槽の合計容量 = 約 30MW）が稼働・建設され

ている 1)．またその内，40 プラントがドイツに位置してい

る．2017 年 1 月の世界経済フォーラムにおいて，エネルギ

ー・運輸・製造業のリーディングカンパニーにより

Hydrogen Council（水素協議会）が発足し 2)，同年 11 月に，

2050 年の世界の水素社会ビジョンを公表した 3)．この報告

書では，2050 年までに世界の最終エネルギー消費の 18 %

を水素で賄うことができ，その結果として，CO2 排出量を

年間 6Gt 削減でき，年間 2.5 兆ドルの市場と 3 千万人の雇

用を創出できると推計している 3)．またドイツ政府は，水

素ステーション（HRS）プログラムとして，2023 年に 450

箇所，2030 年に 1,000 箇所の整備計画を公表している 4)． 

わが国でも，政府において 2016 年 3 月に水素・燃料電池

ロードマップ 5)，2017 年 12 月に水素基本戦略 6)が策定さ

れ，2020 年度までに，100 箇所程度の RES 由来水素ステー

ション（RES-HRS）の整備が計画されている 6)．また 2018

年 3 月に日本水素ステーションネットワーク合同会社

（JHyM）が設立され，官民目標として，2020 年度までに

160 箇所の HRS の整備，燃料電池自動車（FCEV）4 万台の

普及が計画されている 7)． 

筆者らは，2016–2017 年度に環境省「中規模（1.5kg/h 程

度）の高圧水素を製造する再エネ由来水素ステーション関

連技術開発・実証」事業に参画し，太陽光発電（PV），蓄電

池（LiB）および系統電力（Grid）により水電解槽プラント

（EL-Plant）により低炭素水素を製造し，併設する HRS に

供給する，太陽光・蓄電池・系統-水電解槽連系システム

（PV&LiB&Grid-EL 連系システム）のシステム合理化策や

運用方策について研究を行ってきた． 

これまで，PV&LiB&Grid-EL 連系システム（図 1）の運

用方策を立案するための評価指標・制約条件と基本的な考

え方，EL-Plant の設備利用率を改善するためのシステム容

量設計等について報告した 8)9)．本稿では，欧米の先行研究

事例を示すと共に，実験システム 8)による連系システムを

構成する各システム・機器性能の計測とそのモデル化，シ

ミュレーションによる連系システムの合理化策・系統電力

補完運用方策等について述べる． 

Commercial hydrogen refueling stations (HRSs) to supply hydrogen to fuel cell vehicles (FCEVs) have been constructed since 2013, and 

there are 92 HRSs as of March 2018 in Japan. Power-to-Gas (P2G) based on renewable energy resources (RESs), i.e. low-carbon hydrogen 

contributes to the mitigation of CO2 emission. We developed a mid-scale polymer electrolyte membrane (PEM) electrolysis system using 

photovoltaics (PV) cooperated with a HRS. In this paper, modeling of the PEM electrolysis system through measurement of an experimental PEM 

electrolyzer is introduced. Through computer simulation implemented the model, a relation between generation capacity of PV system and 

capacity factor of the PEM electrolysis system, and an improvement of the capacity factor compensating electricity through power grid without 

increasing carbon dioxide emission in the HRS are analyzed quantitively. 
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２．欧米の先行研究事例 

欧州では，風力発電（WT）や PV といった自然変動電源

（VRE：Variable Renewable Energy）の増加による電力系統

への対策として，P2G に着目がなされている．2007–2016 年

の 10 年間において，RES が電源構成で 13.5%（EU 28 カ国

では 16.1-29.6%），最終エネルギー消費構成で 6.5%（同 10.5-

17.0%）増加した 10).VRE の増加により電力余剰等の問題が

生じるが，V2G は,余剰電力を水素に変換し，天然ガスパイ

プラインに注入して長期的な電力貯蔵 12)を行う仕組みであ

り,VRE 普及を支える技術として確立しつつある 11)． 

固体高分子形水電解槽（ PEM-EL: Proton Exchange 

Membrane ELectrolyzer），PV および電力系統を連系する方

式として，直流連系を用いる場合が，交流連系の構成に比

べてシステム効率が 7–8%高いとの報告があり 13)，本研究

でも同様のシステム構成を採用している（図 1）． 

また，P2G の中核となる PEM-EL（スタック）のエネル

ギー変換効率については，125A(85℃)の定常状態で 71.0–

72.5%14)，および 60A(70℃)で 73%15)の報告，商用のエネル

ギープラント（6MW，1,006Nm3/h）の計測の報告 16)はある

が，商用 HRS に併設して連携稼働する，PV を主たる電源

とする水電解槽プラント（EL-Plant）の計測・モデル化の事

例はない． 

 

３．実験システムによるシステム・機器の計測とモデル化 

EL-Plant の実運用上の制約の把握には，水素製造特性や

動特性等の取得が必要であるが，実機では詳細な計測は困

難なため，PV&LiB&Grid-EL 連系システムの小規模実験シ

ステムを構築して実験を行った．この実験システムを用い

て， 

・ PV&LiB&Grid-EL 連系システムを構成するシステム・

機器の特性計測とモデル化 

・ EL-Plant のエネルギー変換効率（部分負荷特性）の推

定とモデル化 

・ PV 発電出力の変動に対応した水電解スタック（PEM-

EL）の動特性の計測 

等を行い，後段のシミュレーションモデルに反映した．一

例として，図 2 に水電解スタック（PEM-EL）の電流-電圧

特性の実測値と，それをもとに一次近似したフィッティン

グ式を示す． 

 

４．シミュレーションによるシステム合理化策と運用方策 

研究の第 1段階として，PV&LiB&Grid-EL 連系システムの

うち，LiB を除いた PV&Grid-EL 連系システムを対象とした

シミュレーションを行った．システム設計・運用のための

評価指標を EL-Plant 設備利用率とし，EL-Plant 製造水素

のCO2排出係数がナフサ改質水素のCO2排出係数（= 1.13kg-

CO2/Nm
3-H2）以下となるようにした．以下にシミュレーショ

ン結果を示す．なお，日射量と気温データは，つくば市の

2012 年度（1 年間），10 分間隔のデータを用いた． 

4.1 PV 発電容量と EL-Plant 定格容量のシステム合理化策 

はじめに,機器容量のうち,PV 容量について,EL-Plant 設備

利用率（CFEL-Plant,式（1））との関係を調べるため,PV 定格発

 
図 1 太陽光発電(PV)&蓄電池(LiB)&系統(Grid)-水電解槽プラント(EL-Plant)連系システムの構成（電力系統）8) 

 
図 2 実験システムにより取得した 

水電解スタックの電流-電圧特性 
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電容量を変化させてシミュレーションを行った．EL-Plant

の容量（定格入力電力(CEL-Plant),実測結果に基づく）は110Kw

で一定とし,EL-Plant は PV 発電電力に応じて部分負荷運転

を行うものとした． 

PeriodPlant-Max_EL

Plant-EL
Plant-EL TH2

H2CF


  (1) 

ここで，H2EL-Plant: EL-Plant の水素製造量（Nm3/h），H2Max_EL-

Plant: EL-Plant の定格水素製造量（= 20Nm3/h），TPeriod: 1 年の

累計時間（= 8,760 h）とする． 

図 3にシミュレーション結果として，PV 発電容量と EL-

Plant 設備利用率の関係を示す．この結果から， 

・PV発電容量と EL-Plant 定格入力電力の比率（CPV/CEL-Plant）

が 50-150%付近の範囲では,EL-Plant 設備利用率はほぼ線

形に増加する 

・150%以上の範囲では設備利用率の増加割合が減少し，

EL-Plant 定格入力に対して PV 発電容量が過剰となる 

ことがわかった． 

つまり，PV 発電容量と EL-Plant の定格入力電力を同程

度にする（CPV/CEL-Plant = 100%）よりも，PV 発電容量を 1.3-

1.5 倍程度にすることで，PV 発電電力量が増加して設備利

用率の増加に寄与する．例えば，CPV/CEL-Plant が 0.5 の時，

CFEL-Plant が 6%であるのに対して，CPV/CEL-Plant を 1.5 とする

と,CFEL-Plant が 21%にまで増加する． 

 

4.2 PV 発電電力に応じた系統電力補完の運用方策 

次に,EL-Plant の設備利用率を向上させる方法として，PV

発電電力（EL-Plant の入力電力）が小さい場合に，系統電

力により補完することにより,EL-Plantをエネルギー変換効

率が高い範囲で稼働させることを検討した． 

系統電力による補完に際し，HRS 供給水素の環境性を低

下させないよう,系統電力による補完量を制限することと

した.系統電力の CO2 排出係数（0.525kg-CO2/kWh,東京電力

2012 年）は PV 発電電力と比べて大きく,系統電力による補

完への依存が大きくなると, HRS 供給水素の CO2 排出係数

も大きくなってしまう．そこで，EL-Plant の入力電力に対

して補完閾値（X kW）を設定し，PV 発電電力が補完閾値

以下の場合に限って，その差分を系統電力で補完するとい

う制限を課した． 

図 4 にシミュレーション結果として，PV と EL-Plant の

定格容量の割合および EL-Plant 設備利用率と系統電力によ

る補完閾値の関係を示す．この結果から， 

・PV 定格発電容量が増加するにつれて，系統電力の補完量

（補完閾値）も増加する 

・PV 発電電力を系統電力で補完することによって，EL-

Plant の設備利用率が 7-10%増加する 

ことがわかった． 

つまり，EL-Plant の定格入力電力に対して，PV 容量を適

正な範囲（1.3–1.5 倍）とし，PV 発電電力を系統電力で補

完（補完閾値 = 40%程度）することで，EL-Plant の設備利

用率を 2 倍以上改善させることが可能となる．例えば，系

統補完がない場合は CFEL-Plant が 21%であるのに対して，系

統補完閾値を 40%とした場合は CFEL-Plantが 31%に増加した． 

 

５．まとめ 

本稿では， PV 発電電力を用いて水素を製造する

PV&Grid–EL-Plant 連系システムを対象とし，システム設計

合理化と運用方策等に関する知見を得ることを目的とした

シミュレーションを行った．シミュレーションモデルには，

実験システムと実機を用いたシステム特性計測の結果を反

映した．シミュレーションの結果，以下の知見を得た． 

・ EL-Plant 設備利用率向上のためには，PV 定格発電容量

を EL-Plant の定格入力電力に対して 1.3-1.5 倍程度とす

るべきである． 

・ その上で，系統電力を用いて，補完閾値 40%程度まで補

完すると，HRS 供給水素の CO2 排出係数を低下させる

ことなく，EL-Plant 設備利用率をさらに増加させること

ができる． 

 

 

 
 

図 3 EL-Plant 定格入力電力に対する PV 定格発電容量

の割合と EL-Plant 設備利用率の関係 
 
 

 
図 4 PV と EL-Plant の定格容量の割合および EL-Plant

設備利用率と系統電力による補完閾値の関係 
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